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発表者の研究関心
• 地域コミュニティレベルで共通して利用され、地域住民が共通
利益を享受している都市内地域資源を「コモンズ」として捉える。

≠宇沢弘文 社会的共通資本論

• 「コモンズ」の管理を地域コミュニティが共同で行うことの優位
性がどこにあるのかを明らかにする。

• 住民が維持管理の労務を義務的に背負うのではなく、管理が
よりよい活用に繋がる可能性を示す

• 良い循環を促す国家・自治体の役割、市場のあり方を探る
＝これらの相互関係を構造化するのが法の役割

具体的には、小公園の維持管理、経年化マンションの管理と流通、
中心市街地の再生、景観まちづくりを対象に調査研究
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アメリカのBIDへの関心
• 都心・商業エリアの地区管理組織

• 負担金徴収を通じてフリーライダー問題を防ぐ仕組み

• 日本でもエリアマネジメント論の文脈でBID制度は高く評価され
ている

• ただしアメリカでは批判的研究が多い

• 肯定論者もこれをどうしたらインクルーシブにできるかに関心

• サンフランシスコ市で観察調査(2014年8月から2015年11月)
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1.コモンズの地域共同管理の効果と限界
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1.1 コモンズとは何か？
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「コモンズ（共有地）の悲
劇」G.Hardin(1968) 

共同牧草地の過剰利用(overuse)を例にし
つつ、ナショナルパーク、国際平和、地球環境、屋外広
告物景観など幅広いケースの社会的ジレンマを指摘

コモンズ＝「資源からの利益享受者がルールを守っ
た節度ある利用と必要な維持管理を行うならば持続
的に各人が資源から大きな利益を得ることができる
が、少数の利用者が近視眼的な自己利益追求を行う
ならば容易に破壊される性質を有する財」

悲劇を避けるには、①国家官吏の中央集権的管
理か、②私有地分割・市場化による解決、のどちら
か？
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財の分類
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コモンプール財と公共財

• 相違点

–競合性の程度 すなわち過剰利用問題が生じるか
否か

– コモンプール財の例 牧草、漁場、

–公共財の例 ラジオ、灯台の明かり →利用者が
増えても財が摩耗しない

• 共通点

–労務供給問題 誰がその財の供給負担を負うか？
をめぐる集合行為問題 オルソン問題
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入会林野

採取できる資源の過剰利用問題が存在
集落間・集落内のルールとしての入会慣行
入会地も山道整備・ルール違反監視等の労務供給が必要
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10

コモンズの悲劇としての屋外広告物の過剰掲出
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コモンズの悲劇を回避する屋外広告物規制の地域ルール



“Gouverning the Commons“ E.Ostrom(1990) 
ノーベル経済学賞(2009年)

山野海川で地域コミュニティを単位に自然
資源管理が上手く行っている世界各地の事例
を豊富に集め、管理が上手くいく条件を多変
量解析の手法で探る

日本の入会地の管理の仕組もインスピレー
ションの源泉に McKean(1992)

研究後半期は、ゲーム理論・実験経済学へ
傾斜
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コモンズ研究の理論的基盤



1.2 オストロムの理論的貢献
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コモンプール財が地域コミュニティにより所有・管理されるこ
とが望ましくなる環境的条件 Ostrom(2003) 

1. 土地からあがる収益価値が相対的に低いこと

2. 収穫される資源の質や量に変動性が高いこと

3. 投資をしてもリターンが低いこと

4. 大きな土地であるスケールメリットがあること

5. インフラを整備するにもスケールメリットがあること

コミュニティの構成員によりリスク分散できることもメリットとしている
＊どのような資源でも地域共同管理が良いとしたわけではない。

ex.入会牧草地は共同所有だが、畑や家屋は個人有の方が良い
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地域共同管理が成功する社会的条件
Ostrom(2003)

1. 資源の状態についての完全な知識が低コストで参加者に
行き渡ること

2. 参加者が共通の理解を資源について持っており、ルール
変化によって被るものをうまく理解していること

3. 互酬性や信頼が共有されており、ソーシャル・キャピタルが
存在すること

4. 資源を使う集団に安定性があること

5. 参加者が同一の場所で長期間、仕事をしたり、住んでいる
こと すなわち将来を割り引かないこと

6. 全員一致と寡頭制の中間ぐらいでほどよい参加がなされ
ていること

7. モニタリングが低コストでなされること

＊構成員の間の一定の同質性が前提となる。
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• 地域コミュニティによる共同管理という「制度
(Institution)」の優位性の所在

①モニタリングコストの低減

資源の日常的利用の中でルール違反が相互監
視されるので、コスト不要。

②柔軟なルール変更・環境に応じたルール進化

日常的な利用者こそが最も資源の状態を的確に
把握し、適切な対応ができる

③信頼的コミットメント
地域コミュニティ内のソーシャル・キャピタルと互酬性の

関係がルールの供給・運用の基盤となる。
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オストロムのテーゼ



オストロムによる資源問題の分類
• 単位資源(Resource Units)の「過剰利用問題」

単位資源＝漁場の魚、林野の木や山菜、橋での通過行
為、公園の利用行為、景観の享受

• 資源システム(Resource System)の維持管理のた

めの「労務供給問題」
資源システム＝漁場の水環境、林野・林道の管理、橋の

メンテナンス、公園での清掃・草刈り、景観ルールの運用
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入会の隠れたエコノミー

＊村人が単位資源の利用のために日常的に山に入ることで
ルール違反や資源の異常を発見できる 山道維持にも繋がる
＊資源の適度な利用が生態系システムの保全に繋がっている
利用と管理が一体であることの優位性
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景観への応用
京都市・二寧坂地区

地域が景観ルールの運用を行うことで微細な違反もすぐに発見され、是正が
なされる。
町の変化、状況の変化に対応して景観ルールの見直しも柔軟になされる
それ以外の課題についても取り組みが多機能的になされやすくなる
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悲劇の解き方 高村(2012)

過剰利用問題
全員が等しくルールを守ることが不可欠

ルール違反には、制裁（ネガティブ・サンクション）の発動
ルール運用への全員参加

労務供給問題
コミットメントの強度はやや下がる

熱心にやる人々のやる気を損なわせないというボラン
ティア・ジレンマの解消が必要 藤井(2003)

メンバーは、フリーライダーではなく、活動を承認するメッ
セージを発することが必要。

報奨（ポジティブ・サンクション）が重要に。
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1.3 都市における地域的公共財の供給
とオストロムの多極的ガバナンス論
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行政学者である夫のVincent Ostrom
協働 coproductionの提唱者

インディアナ大学での警察の法執行データ
の分析 1977年

ノーベル経済学賞記念講演(2009)とその講演原稿の論文↑写真の出典は、http://www.indiana.edu/~workshop/

オストロムの初期の研究は、都市における公共サービス供給の効率性

キーワードとしての
Polycentric  多極性
＝多極的ガバナンス
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アメリカの都市圏問題
• 1950年代からモータリゼーションにより郊外化が進む

• 郊外住宅地でも独自に小規模City（市政府）が結成さ

れ、排他的ゾーニング、独自の学区運営等の強い自
治により良好な住環境を守る

• 中心市に困難な問題が集積し、財源も乏しい

• 都市圏全体を統治するRegional Governmentができ
ない。カウンティは最小限の事務

• 供給される地域的公共財毎に特別区(灌漑特別区、
都市鉄道特別区、公園特別区)ができ、各種管轄区
域がoverlappingする。

23



オストロムの立場

• 都市圏政府に反対し、小規模シティや小規模特別区を擁
護

• ロサンゼルス都市圏の水道供給問題(博士論文)でも小規
模灌漑組合、小規模シティが多極的に存在しながら広域
水道特別区の運営に参加する形が望ましいとした

• 「足による投票」を唱えたTieboutとも共闘しながらロサン
ゼルス都市圏統一警察機構の構想に反対

• 構成員の選好に応じて小規模政府のサービス内容が異な
るべき 住民は自らの選好にマッチする地域に引っ越しで
きることが大事
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Lake Wood City Planの理論的支柱としてのOstrom夫妻

• Lake Woodは、アメリカの典型的な郊外住宅地
• ロサンゼルス都市圏は大きいが、ロサンゼルス市は小さい
• Lake Woodの住民は、1951年に住民投票を行い市を作った

• 市の提供する公共サービスをほとんど民間委託した ロサンゼルス・カウンティか
ら警察サービス増強を購入 契約都市

• 1960sにロサンゼルス市に組み込まれる可能性があったが、Ostromらは、これに
反対

• 都市圏が多極的であることの効率性を擁護 25



サービスの供給provisionと提供
productの区別

• 小規模市政府が行うのは、地域的公共サービス
の効率的な供給 サービス提供そのものは外部
に委託

• 様々な民間サービス提供会社、公企業、他市、
カウンティなどから良い条件でサービスを購入

• 小規模市政府の利点を活かしてサービス提供
の質をモニタリングしたり、提供者と住民が協力
しあう

• このような条件こそがサービス供給におけるイノ
ヴェーションを生み出す
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地図 ニューヨーク市でのBIDの分布

全部で67の特別区が存在。それぞれが独自に
地方公共財を供給。基準や内容もそれぞれ異なる

内容の充実度は、各地区での負担金負担力や民間サービス
提供会社へのモニタリング力に依存

以前は、地方公共財の供給は市政
府が専ら担い、統一の基準に基づ
き、市内において均質にサービス
が供給された。

BIDも多極的ガバナンス化現象
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ただし、多極的ガバナンスにおいて
は、各統治ユニットへの司法審査を
通じて憲法的価値が浸透することが
重視されていた

また各統治ユニットは、その運営に
当たっては、複合的なルールに従う
法的制度体としてルール進化を遂げて
いくものとされた

このようなルール進化を分析することが
Institutional Analysis and Development
という研究フレームとして提示され、
世界のコモンズ研究者がこのフレーム
に基づきコモンズを管理する組織の進化
過程を比較制度分析している。

Ostrom, Cox and Schlager (2014)を
参照し、筆者が作成
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第一部のまとめ
• 地域自治組織および地域運営組織の設計は、地域共同管
理の長所が上手く発揮できることを条件として進めるべき

– 雲南市の料金メーター検針がさまざまなサービス提供の
きっかけともなるというのは良い事例

– 行政負担の分散を目的とはしない

• また法制度設計においては、地域自治組織および地域運営
組織の自律的な法的制度化を促進させることも大事な目標

• 組織の自律性・自発性を上手く発揮させることと自治体内の
全域に組織を置くことは、やや両立しにくい課題でもある
オストロムは前者の価値を重視した

• 地域組織がサービスそのものの提供を目的とするのか、
サービス供給のモニタリング組織となるのかは、分けて考え
る必要がある。 マンション管理組合は後者型

29



2.BIDの可能性と限界
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2.1 BID制度への誤解
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BIDの日本での語られ方

• 民間のまちづくりを推進・支援？

• 空間の自立運営？

• 公園や道路も一体的に管理？

• BID活動の正当性は、District Management 
Association の全会員の民主的参加から発
生する？
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BIDの活動の正統性は市議会関与から

• 大阪版BID制度検討会の資料 NY州BID法

• 正しい理解
– 州法および市条例 州議会および市議会がBIDの提供す
るサービス一つ一つにつき規制権限が自らにあることを
確認した上で市とBIDのDMAとの間の行政契約によって
サービス提供を委託している。

– 新たなサービス供給は、市議会によるマネジメントプラン
改定の承認、行政契約の改定の承認手続がある。

• 検討会資料の理解
– 条文の主語が、立法機関(legislative body)なのでBIDが
管理する財産は、公有財産(道路など)も含まれる
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第1回大阪版BID制度検討会 会議資料 参考資料1 
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州法の該当部分
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市条例

市条例
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Source: Eihorn, Robin 
(2001) Property Rules

BIDの近代的起源 Sidewalk（歩道）の共同管理の仕組みとして

• 19世紀前半、アメリカの都市では、隣接不動産所有者がSidewalk部分の所有権も持ち、自
ら整備した。

• シカゴ市では、1833年に市のチャーターで歩道の補修のための費用負担の強制徴収が始

まる。隣接所有者から負担金を得た上で、市の公共施設管理課が歩道の補修をコーディネ
イト。これにより統一されたデザインの歩道ができていく。
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多くのアメリカの都市では、今日でもSidewalkの日常的清掃・管理、補修の責任は、隣接
所有者にある。
BIDは、各隣接所有者が行う歩道管理を共同化したものと捉えられる。
道路の管理は、市政府
公園管理の委託も別制度に基づく。公園局の内容チェック・監督も厳しい

DownTown Berkeley Residential Neighborhood in Berkeley

今日のアメリカのSidewalks=隣接不動産所有者が管理
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BIDへの批判
• ズーキン(2013 [2009]) 公共空間の商業化、地区の
ジェントリフィケーション

• Lewis(2010) 不動産所有者中心の地区運営による地
域民主主義の空洞化

• MacDonald, Stokes, Grunwald and Bluthenthal
(2013) 治安格差の拡大、観光客中心のサービス強
化

• Reynolds(2004) 使用料主義の蔓延、課税強化への
拒否

• 裁判の多く BIDの事務局や理事会がサービス拡大
を推進し、負担金を値上げ

• BIDの効用を認める論者もこれをどうしたらインクルー
シブにできるかを考察
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2.2 BIDにおけるNYモデルとSFモデル
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2.2.1 NYモデルとSFモデルの相違
-市政府との関連で

• NYの大型BIDの成功がよく紹介
される

• しかし市による垂直的統制が強
い。

• BIDが提供するサービスは、行
政契約で明記

• 理事会に市職員が理事として参
加

• 新しいサービス提供や内部委員
会創設には、マネジメントプラン
と行政契約の改定が必要

• そのために市議会と州議会での
承認手続が必要

• ルール変更はコストが高い

• BID州法を市条例でCommunity 
Benefit Districtという名称に変
更

• 住民・市民参加による水平的統
制を目指す

• 会議公開のブラウン法がBIDに
も適用 住民・市民が事前に議
事を知ることができ、さまざまな
会議において意見を述べること
ができる。

• 市職員の関与は薄い

• ただし大きな業務・組織内容の
変更にはマネジメントプランの改
定が必要

• 市議会がマネジメントプランの承
認を行う
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2.2.1 NYモデルとSFモデルの相違
-構成員との関係で

• NY  不動産価値＝不動産
税に比例した負担金設定
が可能

• 理事会の票決においても
不動産価値の大きさに基づ
く重みづけが可能 Kessler判
決(1997)の影響

• Community Boardを理事
会に参加させているが、表
決権はない。

• 公開集会の開催が義務づ
けられるが、どのような方
式で行うかは自由

• SF  納税者の反乱を背景に
不動産税に比例した負担
金設定を禁止 各サービス
の受益を詳しく計算した上
で負担金設定

• 不動産価値に基づく表決権
の重み付けはない。

• 不動産所有者以外の理事
を20%置くことを求める

• 内部委員会や執行役員会
議も含め常に公開

42



2.3 サンフランシスコのBID(CBD)のケーススタディ

• リサーチ・クエスチョン 市条例や会議公開法は、BID(CBD)

の運営にどのような影響を与えているか？ インクルーシブ
になっているか？

13のCBDが商業エリア・住商混在エリアに存在
全ての地区に居住用不動産が存在

3つのCBDを参与観察 2014.8-2015.11

Union Square BID
サンフランシスコ市第一号のBID  西海岸で一番
不動産価値が高い地区 IDA大会主催

Tenderloin CBD
困窮地区 最も犯罪率が高い地区 非営利住宅
系団体を中心に結成 居住者重視の運営

Castro CBD
全米最大のゲイ・タウン チェーン店舗規制
への積極関与によるジェントリフィケーション防止
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2.3.1 Union Square BID
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Post Cardに描かれるMarket St.

歴史建物保全地区としてのUnion Square地区

多くは、1906年のサンフランシスコ地震の後に再建・建設
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出典 Google Map
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Union Square BIDでの負担金の算出方法
Clean＆Safetyの受益部分 建物が歩道に面する長さ(単位は、Foot)  × 78.05ドル

Marketingの受益部分 住宅部分を除く総床面積に応じて

2,000ft²以下 82.94ドル
2,000〜4,999ft²  165.89ドル

5,000〜9,999ft² 552.98ドル
10,000〜29,999ft²        1,105.96ドル
30,000〜99,999ft² 1,382.44ドル
100,000ｆｔ²以上 5,529.79ドル

例 Flood Building  左写真
歩道に面する長さ=655.125feet
延床面積 100,000ft²以上

式 622.125×78.05+5,529.79=54,086

年間54,086ドルの負担金を負担

年間の財産税推計 503,307ドル
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Union Square BIDの理事会

理事の業種は多様 小さい事業所も
理事とする旨の規約
各理事の事業所会議室で輪番開催
冒頭にビジネスプレゼン
非不動産所有者理事にはコンサル
このコンサルが業務発注を受ける
利益相反
会議公開法は遵守しておらず、
傍聴者はほとんどない
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Union Square BID

歩行者中心のニューアーバニズムの実施

Winter  Walk   of 2014

Parklets: 駐車スペースを廃止し、
歩道を拡幅・緑化
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手工業職人組合による大企業やBIDに対する抗議行動 2014.3
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Union Square BID

ホームレス排除の徹底

Ambassadorが月平均で1,000件程度 ホームレス、乞食への注意を行っている

座り込み・寝そべり禁止条例が注意の根拠の中心

注意が効果を持たない場合、10B Policeを呼ぶ。10B Policeも警告に留めることがほとんど
だが、効果がない場合、裁判所への召喚状を出す 罰金が累積し、刑務所に入れられること
もある。

このような活動には、Coalition on Homelessnessから「貧困の犯罪化」と批判されている
しかし、Coalition on Homelessnessは、会議参加していないので批判はすれ違い
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サンフランシスコの老舗宝石店Shreve & Co(創業1852年)
賃料を払えないために他地区に転出

BIDとしてはこの現象は問題としないスタンス

出典 San Francisco Chronicle April 25, 2015

Union Square におけるジェントリフィケーション
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2.3.2 Tenderloin CBD

:The Node of Networks in an Area of Blight
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エンターテイメントの街として栄えたTenderloin 1940-50s
出典 Shaping San Francisco Digital Archives http://foundsf.org/
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http://foundsf.org/


Tenderloinの単身者中長期滞在用安宿ホテル(SRO)

出典 http://foundsf.org/
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Hilton Hotel計画への反対と
ダウンゾーニングを求める運動 1981年

当時のビラとデモの様子 出典 Shaw(2015)
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SROのSupportive Housingsへのコンバージョン

Tenderloin Housing Clinicがマスターリース
他にも15の建物をマスターリース

Tenderloin Neighborhood Development
Corporationの所有 他にも32の建物を所有

出典 http://www.thclinic.org/ 出典 http://www.tndc.org/ 57



Tenderloin CBDの理事会

公衆の参加は活発で多様

借家人擁護団体が、傍聴者として現れ、
CBDに共同署名を求める。

UC Hastingsのロースクールの学生が定款
の変更案をプレゼンテーション

ただし事務局長辞任を機に財務問題が発覚 組織運営の危機が続く
理事長の相次ぐ交代 古参理事の離脱
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清掃活動 地区内NPO SF Cleanに委託
元ホームレスを雇用し、社会参入の機会提供

子供の通学時の見守り Safe Passage
事務局長交代に伴い事業分離

負担金の算出方法
歩道に接する距離ｆoot×8.25ドル＋土地の面積sqft²×1.25ドル+床面積x0.03ドル
床面積部分については、非営利団体は免除
＊歩道との接面を中心にした算出方法

*本来必要なマネジメントプランの
改訂をせず。市議会に報告されず
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Greening Tenderloin プロジェクト

警察署長は異なる見解

出典 http://www.tlcbd.org/
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Tenderloin Pit Spotプロジェクト
臨時トイレを地区内に設置
データ志向の強い市と連携し、清掃コストの変化を観察

麻薬注射器の回収ボックス

清掃コスト減の大きさがトイレ設置コストを上回る
他地区にも波及
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新理事長の不動産会社による再開発案 アフォーダブル住宅はこのビルに
なし 非営利住宅開発団体から批判をあびるが、CBDとしては意思表明
ぜず
徐々にジェントリフィケーションの影響がCBD運営にも反映していく
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2.3.2 Castro CBD
:the largest gay community in the world
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Castro CBD Street Scape Plan 2008

ゲイタウンとしてのアイデンティティ強化・個性化が進む 64



Castro CBDの土地利用委員会と理事会
チェーン店舗規制に積極的関与
傍聴者は多くまた活発 理事となる人も

ボランティアによる観光客案内

ボランティアによるパトロール隊
出典 http://castropatrol.org/

負担金の算出方法
歩道に接する距離ｆoot×8.89ドル＋土地の面
積sqft²×0.08ドル+床面積x0.12ドル
床面積部分については、非営利団体は免除
＊Tenderloin CBDと同様に歩道との接面を中
心にした算出方法
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Castro Care Program

追い出しからケアへ？

Social workers
ホームレスへの
アウトリーチ活動

10Bポリス CBDが費用負担

写真出典 http://www.castrocbd.org/

転換のきっかけは、公開集会でCBDのホームレス追い出し策に批判がなされたから
ただし、このプログラム実施で集めた寄付の多くは、10Bポリスの増強に用いられた 66



2015年に小売店舗誘致戦略プランを策定

ゲイタウンとしての個性化深化よりも他商業地区との競争のためゲイ向け
店舗以外の店舗を呼び込むことを提言 2008年プランから変化
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第二部のまとめ

• BIDの運営の担い手は民間人だが、区域内の全不動産

所有者から負担金を徴収して地域的公共財を供給する
ことの正統性は、市議会の強い関与に基づく

• ルール形成的なまちづくり組織というより「集合的な消
費ユニット」と捉える方が良い

– アメリカのゾーニングは詳細かつ市政府の裁量が大きい

• 市やカウンティが提供する公共サービスを厚く配分して
もらうための組織という側面もある Municipal Service 
Enhanced Districtという制度名称の都市もある。
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第二部のまとめ

• SFモデルは、多様な意見の反映・考慮という点で一定の効
果を挙げているが、市が会議公開法や適正手続のエン
フォースメントに関心が薄いためその理念が十分に実現して
いない

• 観察から明らかになったのは、SFモデルの目指すインクルー
シブな価値の浸透よりもサンフランシスコ全体で生じている
ジェントリフィケーションの影響力の強さ

• 地価上昇率を指標（目的変数）としてエリアマネジメントの効
果を測ろうとする研究が最近増えているが、アメリカでの研
究動向に鑑みれば、このような研究方法は相対化される必
要がある。

• 法・法学が地域組織の制度化に関わる場合、どのような価
値を擁護すべきか、を明示する必要がある。
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